
縮減する社会―子どもが減るとなぜ悪いか

原 俊 彦

札幌市立大学デザイン学部

抄録：「子どもが減って何が悪いか？」（赤川2005）という問題提起に対し，人口社会学的視点から答える

ことが本研究のテーマである．このためドイツのカウフマン（Kaufmann,F.X.）が提起した人口学的扶

養負荷（就業年齢人口が担う高齢者と子どもの扶養負担）と「世代間の公平」を巡る議論に登場する指標

と算式を用い，総務省統計局の日本長期統計総覧と国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計などの

データをもとに，日本における長寿化と少子化がこの負荷に与えた歴史的変化と将来見通しを明らかにし

た．主な知見は以下の通りである．

・長寿化の影響だけを考慮した扶養負荷は1950年の0.89人（就業人口１人あたり）から2010年現在の

1.13人を経て，2055年には1.22人まで上昇する．

・これに対し実際の扶養負荷は少子化（出生力水準）の影響を受け，1950年の1.14人から1980年代の0.77

人まで低下，2010年でも0.95人となお低い水準にあるが，今後急速に上昇し2030年には長寿化の影響

範囲を越え，2055年には1.47人まで上昇する．

・純再生産率が１を切る（現役世代が再生産しない）状況が続くと扶養負荷が急激に上昇する．つまり再

生産を果たさない世代は次世代の将来に過大な扶養負荷をもたらすことになり，世代間の公平や連帯の

基盤が失われ，社会システムの持続可能性が危機に瀕する．
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１．緒言

子どもを生むか生まないかはあくまで個人の「選択の

自由」であり，結果として社会全体で子どもの数が減り，

長期にわたる人口減少が始まったとして，だから何が問

題なのだという，「子どもが減って何が悪いか？」（赤川

2004) に代表される主張に対し，人口社会学的視点から

一体，どう答えることができるか という問題がある．

事実，人口転換（及び第二の人口転換）の帰結として，

歴史的な死亡秩序の変化により年齢構造がピラミッド型

から寸胴型に移行してゆくとすれば，人口の高齢化は避

けられない．

また乳児・年少死亡率の低下とともに少子化が進行し，

結果的に出生力が再生産水準を下回り，死亡数が出生数

を超え人口減少が始まることも，人口の無限増加が想定

しえない以上，これも自然な成り行きとして捉えられる．

しかし，そのような状況の中で，社会システムの持続

可能性（サステナビリティ）はどうなるのか．その点に

ついて，改めて人口社会学的視点から検証し，政策的対

応の必要性を提起したい．

このため，本稿では筆者が翻訳出版したドイツの人口

学者カウフマン（Kaufmann,F.X.）の「縮減する社会

（Schrumpfende Gesellschaft ）」 をベースに，そこでの

議論の中心をなす人口学的負荷を日本について試算した

研究結果を紹介するとともに，その成果を踏まえ，この

問題について考察する ．

２．研究方法

１）使用データ

総務省統計局の日本長期統計総覧 と国立社会保障・

人口問題研究所の将来人口推計 のデータを用いて，長

寿化と少子化が人口学的扶養負荷に与えた歴史的変化と

将来見通しを推計した．

また日本の簡易生命表 の安定人口（その年次の男女

年齢別死亡率が変化しないと仮定した場合に，長期的に

実現される年齢構造）をもとに，カウフマンが提起した

人口学的負荷と「世代間の公平」を巡る議論に登場する

算式を用いて，純再生産率（出生力・自然増加率の指標）

の水準に応じ，最小扶養負荷（就業年齢人口が担う高齢

者と子どもの扶養負担）がどのように変化するかを試算

した．
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２）分析方法

⑴ 人口学的扶養負荷の算定

人口学的扶養負荷は，従属人口指数に類似した指標で

あるが，年齢階級３区分（年少人口０－14歳，生産年齢

人口15－64歳，老年人口65歳以上）を，若年未就業人

口（０－20歳未満），就業年齢人口（20歳－60歳未満），

高齢退職人口（60歳以上）と，ドイツや日本のような先

進諸国の実質的な就業年齢区分に合わせ集計したもので

あり，若年指数（若年未就業人口と就業年齢人口の比）

と老年指数（高齢退職人口と就業年齢人口の比），両者の

合計としての総負荷を用いて，一人あたりの就業年齢人

口にかかる再分配負荷を算定するものである．

⑵ 理論的な最適扶養負荷

カウフマンによれば，出生力水準に対応した最小扶養

負荷Ｔ r は，次の式により計算される ．

T r ＝1＋
JR
E

＋ A
ER

 
J ：基準年次の生命表人口における年少未就業人口

A ：基準年次の生命表人口における老年退職人口

E ：基準年次の生命表人口における就業年齢人口

R ：出生力水準（純再生産率 ）

これは，生命表人口における年少人口 J と生産年齢人

口E の比（基準年の若年指数）が出生力水準（純再生産

率R）により受ける影響（分子の増大・縮小）と，生命

表人口における老年人口A と生産年齢人口E の比（基

準年の老年指数）が純再生産率Rにより受ける影響（分

母の増大・縮小）に，本人自身の扶養負荷１を加えたも

のである．

ちなみに純再生産率R＝1の時は，T r＝1＋ J0/

E0＋ A0/E0で，基準年の生命表人口における扶養負荷

となる．

３．研究の成果

１）人口学的扶養負荷

日本長期統計総覧 と将来人口推計データ（国立社会

保障・人口問題研究所 2006，中位推計) を用い，日本

の人口学的扶養負荷を求め，その歴史的変化と将来見通

しを展望する（図１）と，1950年以降，少子化とともに

若年指数が低下する一方，人口高齢化の影響から老年指

数が上昇，1990年代中頃に両者が交錯し総負荷が最も低

くなる時期があったことがわかる．

これは「人口ボーナス」期と呼ばれるものであり，現

在は再び負荷が上昇して行く「人口オーナス」期に向かっ

ていることがわかる．

この人口学的扶養負荷は，各年次の年齢構造から計算

されるものであり，その時点の就業年齢人口が１人あた

り，何人の若年未就業人口と高齢退職人口の扶養を負担

するかを示している．

カウフマンも指摘しているように，今日，ドイツでも

日本でも少子高齢化の進行による経済不況・財政危機が

叫ばれているが，現在の人口学的扶養負荷の水準は，な

お経済成長が始まった1960年代初頭の水準にあり，総負

荷が１を越え危機が深刻化するのはまだこれからである

ことがわかる．

２）高齢化と長期的な最小扶養負荷

事実，その年次ではなく，将来の就業年齢人口が担う

ことになる扶養負荷は，現在の世代の平均寿命の伸びに

よる長寿化の影響を受ける．

この点について，カウフマンは各年の生命表の定常人

口 で表現される年齢構造をもとに計算した人口学的

扶養負荷を，長期的な最小扶養負荷として指標化してい

る．

これは再生産水準の出生力の元で，その年次の平均寿

命（０歳児平均余命）が長期的に実現した場合の年齢構

造における扶養負荷に相当する．先に示した両資料の各

年次の生命表（2005年以降は中位推計仮定値）をもとに，

日本の長期的な最小扶養負荷を算出してみると，この値

は戦後の平均寿命の伸びを反映し，1950年の0.89から

緩やかに上昇し，1980年頃には1.0を超え，長期的に1.2

をやや上回る水準に達することがわかる（図２）．

この長期的な最小扶養負荷と歴史的な人口学的扶養負

荷（図中の総負荷）の乖離部分は，将来の就業年齢人口

が担うことになる扶養負荷の，人口高齢化による増加分

を示しているが，見方を変えれば，当該年次の現役世代

が再生産水準の出生力を実現することにより，本来，自

ら担うべきであった扶養負荷の，節約（あるいは高齢化

による負荷の，次世代への先送り）部分として解釈でき
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る．

３）出生力水準と理論的な最適扶養負荷

カウフマンは，この議論をさらに逆転させ「所与の就

業構造，生産性比率，所得分配を持つ，封鎖（海外貿易

などの要因を考慮に入れない）国民経済を仮定した場合，

どのような出生力水準が１人あたり国民所得を最大化す

るだろうか？」 という問いを立て，安定人口モデルを用

いて，出生力水準（純再生産率：ある平均寿命のもとで

女性が自らを再生産する確率）が，最小扶養負荷に与え

る影響をモデル化し，この問題に答えている（図３）．

日本の2007年の生命表 の定常人口を基準に，長期的

な最小扶養負荷に対する純再生産率の影響を計算してみ

ると，純再生産率が1.05の値を取る時に，扶養負荷は最

小値の１人あたり2.110人（本人も含む）となり，純再

生産率が約0.95から1.15までは負荷はほとんど変化し

ない．しかし，再生産率がその範囲より低くなる（出生

力の低下，グラフの左方向）側では，負荷のカーブが急

速に上昇することを示している．

これは，再生産率が高くなる場合（出生力の上昇，グ

ラフの右方向）は，若年人口に対する扶養負荷は高まる

が，その一方，世代交代を通じ就業年齢人口も拡大する

ので，その分だけ負荷の増加は緩やかになる．

これに対し再生産率が低く，次世代が縮小する（子ど

もが減ってゆく）場合は，縮小がさらなる縮小を招く分

だけ，負荷の増加は急激になる．

４）子どもが減ってゆくことの長期的影響

実は，先に述べた日本の長期的な最小扶養負荷の推移

は，出生力が再生産水準を満たした状況を扱っており，

基本的に高齢化の効果しか反映していない．

そこで理論的な最適扶養負荷のモデルを使い，純再生

産率低下の影響を算定してみると，将来の就業年齢人口

が担うことになる長期的な最小扶養負荷（図４：純再生

産率の影響）は，1975年以降の純再生産率が１を下回る

長期的な出生力低下（図４：純再生産率）により1980年

代後半から加速度的に上昇し，2010年現在，1.36（本人

分の１を加えれば2.36）に達していることがわかる．

カウフマンは「人口の再生産率がおおよそ80％（0.80）

以下に降下すると，加速度的な社会福祉水準の悪化が予

想される」 とし，ドイツの現在の水準，約0.65は完全

に「レッドゾーン」にあると警告している．日本の純再

生産率も2009年現在0.66 であり，現在の出生力水準

が「非就業者の生活費に対する集団的財政支援の困難さ

を指数関数的に増大させること」 は間違いない．

事実，純再生産率0.65という水準は，世代間隔（母親

世代の平均出生年齢）を30年とすれば人口成長率－

1.43％に相当し ，ほぼ50年ごとに人口規模が半減す

る急激な人口減少を意味する．人口爆発の場合と同様，

このように急速に「縮減する社会」の社会システムは，

持続可能性（サステナビリティ）の危機に直面すること

になる．

４．考察

１）縮減する社会をどう捉えるか？

⑴ 「縮減する社会」

日本の総人口は，すでに2004年をピークに減少に転じ

たとされており，2010年の国勢調査結果ではわずかに増

えているとの報告もあるが，人口動態統計の動向から見

る限り，基本的趨勢は変わらず，今後も長期の減少過程

が続くものと予想される．

国立社会保障・人口問題研究所の平成14（2002）年推

計によれば，2055年の8993万人（中位推計）まで約3783

万人，率にして29.3％減少するとされている（図４）．

⑵ 人口転換モデルまたは「第二の人口転換」

ドイツ（2003年－) と並び，日本は先進諸国の中で

も，この「縮減する社会」の到来にいち早く直面するこ

縮減する社会―子どもが減るとなぜ悪いか

図2 日本の最小扶養負荷の推移

図3 日本の純再生産率と最小扶養負荷
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とになったが，他のヨーロッパ諸国や東アジアの国々も

やがては人口減少に入るとされており，特異な運命とい

うよりは，人口転換モデルあるいはその戦後バージョン

である「第二の人口転換」の流れに沿った，歴史的人口

現象の一部として解釈できる（図５) ．

ノートスタイン（Frank W.,Notestein）らにより定式

化された ，この人口転換モデル（demographic transi-

tion model）では，人類社会は近代化とともに多産多死

から少産少死に至る過程を経験するものであり，死亡率

の低下に出生率の低下が追いつき，両者が均衡して少産

少死の形で安定化するホメオスタティックな状況が仮定

されていた．

しかし1960年代後半から先進国の出生率が一斉に低

下し始め，人口置換水準を割り込み始めるという状況に

直面した後，ヴァンデ・カー（Dirk van de Kaa）とレ

スタギ（Ron Lesthaeghe）が「第二の人口転換」論を提

唱し始め，予定調和部分は修正されることとなった ．

特にドイツや日本の場合には，晩婚・晩産化にともな

い先延ばしにされた結婚・出生が実現せず「意図せざる

無子」となったり，また価値観の多様化から意図的無子

も増加する傾向が見られ，結果的に完結出力が再生産レ

ベルよりはるかに低い水準で安定化する可能性もあるこ

とが指摘されるようになった（Van de Kaa 2002) ．

⑶ 人口転換とその帰結

なぜ？という未解決の問いはさておき，現象としての

人口転換の動きを整理すれば，人口減少に至る必然的な

流れを確認できる．すなわち歴史的にみて多産多死から

少産少死へという転換が起きたが，これは，一方に死亡

率の低下による平均寿命の延び，その結果としての高齢

人口の増加という，高齢化の動きがあり，他方，これに

やや遅れる形で出生率の低下ないしは平均出生児数の減

少という少子化の動きがあった．後者は前者にワンテン

ポ遅れたが，基本的には急速な人口成長に対応した適応

過程であったと解釈できる．

実際，1960年代後半から始まった再生産水準を下回る

第二の人口転換は，第二次世界大戦後のベビーブームを

契機に，先進諸国の人口が急成長した時期に起きており，

仮に少子化が起こらなければ，現在あるような高度経済

社会は実現しなかったと考えられる．

しかし死亡率の低下に対する出生率の低下は適応的で

はあるが，サーモスタットのように自動調節的に機能し

た訳ではなく，家族規模の縮小や晩婚晩産化・無子化と

いった社会規範の変化をともない，個人的な意思決定過

程としての性格を強めていった．このため，結果的に死

亡率が出生率を上回るオーバーシュートが発生し，現在

の日本やドイツでは人口減少が始まったといえる．

この人口減少に対し，人口が減少したとしても過去の

人口規模に回帰するだけの話であり，いずれ環境に見

合った適正規模に収束するであろうという議論がドイツ

でも日本でも見られる が，規模が同じであったとし

ても年齢構造の激変は避けられず，その点では決して元

には戻らない．また高齢化と少子化の動きを調整する社

会的機能が欠落している限り，予定調和的に収束する見

通しも立たない状況にある．その点からみて，2005年以

降の出生率の反転上昇傾向 にも基本的に一定の限界

があると思われる．

２)「縮減する社会」への対応

⑴ 世代間契約

先の結果からも明らかなように「縮減する社会」では，

年齢構造の急激な変化が，社会の再分配構造に大きな負

荷をもたらすが，すでに見たように，その主要な要因は

平均寿命の伸びによる人口高齢化（あるいは高齢人口の

増加）ではなく，再生産水準を大きく下回る少子化（あ

るいは次世代の縮小）にある．

カウフマンは，この「後継世代の減少」を，少子化－

子育てという個人レベルの問題から「世代間契約」

（Generationen-vertrag）という社会レベルの問題へと拡

張して捉えることを提案している ．

この世代間契約は，「正確には三世代間契約」とも呼ぶ

べきものであり，「成人と高齢者との間と，成人と後継世
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図5 第１と第２の人口転換モデル

図4 日本の総人口の推移1950年－2055年



代との間の再分配システム」を，基本的な社会契約とし

て捉えるものである．人口学的にいえば「就業年齢にあ

る世代（人口）は，未就業の次世代（人口）を産み育て

ると同時に，すでに退職した先行世代（人口）を養育す

る義務を負う」といえる．

このような世代間契約の考えに従えば，日本では，戦

後の第一次の出生減退（1950－1961年）と第二次の出生

減退（1975年以降）の二つの時期を通じ人口学的扶養負

荷が低く抑えられ，その分，高齢化に見合う形での世代

間契約の履行は「節約」され，次世代へと先送りされて

きた．

この「節約」部分はドイツでも日本でも経済成長や国

際競争において有利に作用し，第二次世界大戦後の奇跡

的復興と世界経済においてアメリカに継ぐ高い地位をも

たらしたが，その一方，結果的に人口再生産レベルの家

族形成（あるいは，そのための支援）を，その代償とし

て来たといえる．

⑵ 世代間の公平・性別間の公平・両親間の公平

この世代間契約の不履行の結果，これから本格化する

「縮減する社会」では，社会的分配を巡る衝突が深刻化し

てゆく．

カウフマンは，第二次大戦後，分配の公平を巡る議論

は，原則としてあらゆる人間の基本的地位が平等である

ことを前提とするようになったが，その焦点は，当初の

生産過程における社会的不平等から，徐々に再生産過程

における社会的不平等へと移って行ったとしている．

そして女性運動を通じジェンダー間の公平が取り上げ

られるようになったが，これは共時的な再生産問題の一

側面に過ぎず，今後，問題となるのは，通時的な，時代

を越えた「世代間の公平」であるという ．

具体的には社会保障システムが，近い将来，直面する

財政問題であり，その核には1950年以降に生まれた世代

が「数的に僅かな後継世代しか産み出さなかった」とい

う状況の結果，彼らの後継世代が行動の自由を継続的に

制限され，先行世代が残した過剰な義務を負うことにな

るという．

さらに，これらの「公平性ギャップ」の背景には，親

としての責任を担う者と担わない者に成人人口が両極化

してきたという現実がある．ドイツでは女性の生涯無子

割合がかっての10％から30％を越える水準に達してい

る．日本では夫婦の有配偶出生率や平均出生児数も低下

し始めており，ドイツのように単純に両極化していると

はいえないが，生涯未婚者と有配偶無子者を合わせた意

味での女性の生涯無子割合は1960年生まれで12.7％，

1970年生まれでは30％（2007年の将来人口推計の仮定

値）に達すると予想されている ．

つまり「世代間の公平」問題の背後には，一つはジェ

ンダー間に，今一つは，子どものいる人と子どもを持た

ない者の間に二つの分配上の衝突があり，これらは互い

に，一つの領域，従来，福祉国家的観点からの取り組み

が弱かった「再生産の領域」に関わっているといえる．

⑶ 「世代間契約」の社会化の遅れ

我々の社会は，世代間契約の履行を「節約」する過程

で，個人を責任主体とする経済的な「生産」活動を最優

先するようになり，社会全体の「再生産」機能を未分化

に残された家族にのみ集約し，ほとんど顧みなくなって

しまったのではないだろうか．

特にドイツや日本の社会は父権的性格が強く，この分

野の施策も家族主義的であったことが，就業や子育てを

巡るジェンダー間の格差とともに，その政策的対応を遅

らせてきた．あるいは，また両国とも父権的な家族主義

の伝統が強いことが，子どもを産み育てることの責任を，

あくまで私的な生活領域としての家族に閉じ込める形と

なり，その責任の重さを直ちには担い切れないと感じる

世代が晩婚・晩産化し，結果的に生涯未婚や生涯無子の

増加へと繫がった可能性も否定できない．

それでも世代間契約の後半部分にあたる高齢者の扶養

については，高齢化への対応として高齢者医療，年金，

介護保険など，大幅な社会化が進んだ．実際，制度崩壊

の危機に瀕しているとはいえ，かってに比べれば，家族

の負担は大きく軽減されてきている．しかし世代間契約

の前半部分，「子どもを産み育てる」という再生産活動へ

の支援は，依然として遅れており，基本的に「家族」の

問題として扱われている．

⑷ 政策提言としての年金制度の組替え

このような認識に立ち，たとえば，カウフマンは年金

制度の大胆な組替えを提案している ．

現状の賦課方式は，第二次大戦後の国家的な資産喪失

状況のもとでは止む得ないものであった．しかし，それ

は将来に向けた貯蓄（投資）でなく，拠出金支払者に対

し，その見返りとして将来の年金給付を約束するだけで

あり，本質的には政府負債（国債の発行）と同じである

という．

確かに高齢世代を扶養するために年金拠出を行った者

が，将来，相応の給付を見込むことは理にかなっている

が，それだけでは世代間契約の半分に過ぎず，他の半分

は，集団的な将来保障，物的資産であれ人的資産であれ，

投資による将来資産形成として，次世代の育成につなが

るものでなければならない（実はこの前半部分がない限

り，世代間契約の後半分も保障されない）．

そこで，この残りの半分を「児童及び青少年年金」と

して制度化すべきだとしている．それは児童及び青少年
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（あるいは，その親）に「投資貸付金」として給付され，

成人した後，所得に応じ返済（拠出）されるものである

が，金額は世帯で養育される子ども数が大きいほどより

少なく設定される．子どもの少ない人や子どものいない

人は「懲罰税Strafsteuer」としてではなく，本来，期待

された子どもの養育の等価物を拠出するという仕組みで

ある．

このような「児童及び青少年年金」の構想は，すでに

1957年の第一次年金改革当時，ドイツの「動的年金の父」

シュライバーが提案していたが，真偽のほどはともかく，

「いつの時代でも子どもはみんなが持つKinder haben
 

die Leute immer」（だから，そのような制度を作っても

意味はない）という，アデナウワー首相の指摘で断念さ

れたと説明されている ．

５．結論：子どもが減るとなぜ悪いか？

いわゆる西側先進国の中で，すでに長期の人口減少過

程に突入しているのは，現在のところドイツと日本だけ

であり，「縮減する社会」というと単に両国のみの問題と

して捉えられがちだが，合計特殊出生率が1.50を上回る

緩少子化国も含め，他のヨーロッパ諸国も2030年頃に

は，順次，同様の状況に入ると予想されている．またア

ジアでも日本以上に少子化が進む台湾，韓国，シンガポー

ルなどの国々で同様の状況が生まれる．さらに長期にみ

れば中国やブラジルなどの人口大国も2050年頃までに

は人口減少に入るといわれている ．

つまりやや長期的にみれば，21世紀は，人類全体が第

二次大戦後に始まった地球規模の人口爆発の波をようや

く乗り越え，ゆっくりと増加から減少へと向う時代であ

り，ドイツと日本は，その最先端でややオーバーシュー

ト（限界を越えてしまう）的状況にあるといえる．

死亡率の低下が続く以上，これに見合う出生率の低下

は不可避であり，その意味では，家族規模の縮小や晩婚

晩産化による人口成長の減速は優れて適応的であった．

しかし，その結果，長期の人口減少過程に突入した「縮

減する社会」では，年齢構造の急激な変化が起き，社会

の再分配構造に大きな負荷が，もたらされようとしてい

る．

その主要な要因は，平均寿命の伸びによる人口高齢化

（あるいは高齢人口の増加）ではなく，再生産水準を大き

く下回る少子化（あるいは次世代の縮小）にある．本稿

で示したように再生産水準を大きく下回る低出生力は，

人口高齢化による扶養負荷の増加分の先送りであり，「後

継世代の縮小」を通じ，次世代に担い切れないほどの，

過剰な人口学的扶養負荷をもたらす．

すでにみたように，今後，日本の社会では，就業可能

年齢にある世代（人口）が，未就業の次世代と退職した

先行世代に対し相対的に過小となり，人口学的負荷が急

速に高まる．

さらに，この計算では就業可能年齢にある世代という

形で均質な人口集団を想定しているが，実際には経済の

グローバル化や市場規模の縮小などの影響もあり，学卒

未就業率や失業率の上昇あるいは労働力の非正規化など

を通じ，就業や就業の質を十分に確保できる人々の割合

は低下している．さらにまた無子割合の上昇などを反映

し，同世代の中で，子どもを産み育てる人々の割合も低

下してゆく．

つまり，現状のまま推移すれば就業可能年齢にある世

代の中でも，何とか就業や所得に恵まれ，子どもを産み

育てる選択をした人々だけに，「世代間契約」の過大な負

荷が集中することになり，その重さを担い切れないと感

じる世代が，さらに「世代間契約」の履行を先送りする

危険性が高まってゆく．

従って，すでに高齢者医療，年金，介護保険などの形

で，「世代間契約」の後半部分が不完全ながらも社会化さ

れている以上，未就業の次世代（人口）を産み育てると

いう前半部分も早急に社会化することが必要である．

この社会化の手段として，制度としての「児童及び青

少年年金」が最適かどうかは，おおいに検討の余地があ

るが，少なくとも，子どもを持たない者も含め社会全体

で「再生産」活動を支援する体制をシステムとして新ら

たに構築することが必要とされていることは間違いな

い．

それは，日本の父権的・家族主義的伝統からみれば，

（社会や他人まかせにすることで）家族の役割を，一層，

後退させるのではないかとの危惧を生むかも知れない．

しかし，うまく制度化すれば，高齢者扶養の社会化と同

じく積極的支援を通じ，社会全体で家族に掛かる重圧を

軽減し，家族形成を励まし祝福するものとなるだろう．

また何らかの事情で子どもを産み育てることを断念せざ

る得ない人々や，敢えてそうしない選択をする人々に

とっても，自らの退職老年期を支え，社会の存続に貢献

する機会を用意することで，新たな社会的連帯の地平を

提供するものになると思われる．

このような社会システムの変革を通じて，仮に合計特

殊出生率が急速に回復に向かったとしても，すでに再生

産年齢人口が大きく縮小してしまっている以上，人口減

少は長期にわたり続く．しかし「縮減する社会」であれ

ばこそ，なお一層，切実に，未来に向けての社会的連帯

の基盤となる，その種の仕組みづくりが不可欠なのでは

ないだろうか．
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注

⑴ 同じく，女性と母性の拮抗を通じ「それでも子どもは減っ

ていく」（本田2009) という真摯な問い掛けにも答えた

い．

⑵ 本稿は第84回日本社会学会（関西大学千里山キャンパス

2011年９月17日）で報告した内容に加筆・修正を加え論

文化したものである．また同年に翻訳出版した『縮減する

社会―人口減少とその帰結』（カウフマン，F.X.，原俊彦・

魚住明代（訳））の内容に沿い，日本について行った分析

による．

⑶ 人口再生産に直接的な影響を持つ女子人口に焦点を絞っ

た出生力の指標．合計特殊出生率は出生数に男児・女児の

双方を含むが，出生性比の影響も考慮し女児のみについ

て計算したものを総再生率，さらに女児が母親となり再

生産年齢を経過し終わるまでの死亡率の影響も含めたも

のを純再生産率という．純再生産率＝１で，１人の女児か

ら１人の女児が再生産する．

⑷ 平均寿命の算定に用いられる生命表では，０歳時の生存

数（lx）を100000とし，該当年次の各年齢別死亡率と掛

け合わせ，各歳の死亡数（ndx）を求め，生存数からこれ

を減じ，各歳の定常人口（nLx）としている．従って生命

表の定常人口（nLx）は，その年次の平均寿命（０歳児平

均余命）が長期的に実現する年齢構造を示していると解

釈できる．

再生産水準の出生力と封鎖人口を仮定しており，出生

力変動や人口移動の影響を含まず，死亡率の変動（長寿

化）の影響のみを反映する．出生力と死亡率が一定である

封鎖人口は初期状態に関係なく時間の経過とともに安定

した年齢構造に収束するので，このような人口を安定人

口という．

⑸ 純再生産率に対応する人口成長率は次の式で計算され

る ．

Ｒ：純再生産率

Ｇ：世代間隔（母親世代の平均出生年齢）

ｒ：人口の成長率

r＝ R－1

⑹ カウフマンは「2050年は（中略）7500万人になるが，こ

れはかろうじて6900万人を擁した1950年と比べてもか

なり多い．（中略）1960年の5080万人よりも少ない1939

年にヒットラーとその側近は領土なき民族（Volks ohne
 

Raum）を語り，ヨーロッパを恐ろしい戦火に巻き込んだ

のである．」というアルブレヒト・ミューラーの発言を紹

介している ．日本でも，経済評論家・森永卓郎の「人口

は減ってもいいのだ．本来の人口に戻っていくという気

持ちで迎えようではないか．そして，人口の減少を前提に

して，そのなかで，どうやって幸せに暮らしていけばよい

かを考えたほうが建設的でないだろうか」 といった主

張は珍しくない．

⑺ 近年の合計特殊出生率の動きとして，ドイツは2006年の

1.33から2008年の1.38へと上昇，また日本でも2005

年の1.26を底に2006年1.32，2007年1.34，2008年の

1.37と反転上昇する傾向が観察されている．同様の反転

上昇の動きは，イタリア，スペインなど，他の超少子化国

でも起きており，ドイツのマックスプランク人口研究所

所長のゴールドスタイン（Goldstein 2010) は，出生タ

イミングの遅延傾向の緩和，あるいはテンポ効果の弱ま

りであるとしている．これは高年齢への出生の先送りが

限界に達した結果，高年齢の出生率が上昇することで，そ

の分，年次の合計特殊出生率も全体として高まるという

ものである．日本の場合も，第二次ベビーブーム層の駆け

込み出産効果のようなものがあったのではないかといわ

れている（金子2010) ．このような反転上昇がどこまで

続くかは不明であるが，現状の出生力水準が再生産水準

にはるかに及ばない点では基本的状況に変化はない．ま

た今後も出生力が上昇したとしても，すでに再生産年齢

の女子人口が大幅に減少しているため出生減は今後も続

く．
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